	様式番号
	記載する事項
	添付資料

	財務計画-1

（事業体制）
	コード番号
	必須項目確認事項
	評価点評価ポイント
	

	
	1-1-1-1
	事業主体の経営責任の分担体制が明確に示されていること。
	･本事業を安定的に遂行できる株主構成が適切に示されているか。
・事業主体及び各業務を実施する事業者間における合理的なリスク分担が図られており、事業遂行の安定性が図られる事業体制が適切に示されているか。
・出資者間及び事業主体と事業者間における契約構造により、各々の事業者の特徴をふまえた総合力を発揮できる体制が適切に構築されているか。

・多様な事態を想定した優れた事業体制が検討されているか。

・地元企業の参加についての提案が優れているか。

・付帯施設（付帯事業）の提案がある場合、付帯施設（付帯事業）との相乗的な効果を発揮できる優れた計画が提案されているか。
	別途、出資者間契約、委託又は請負契約を証明するもの（契約書案等）の添付可。

	
	1-1-1-2
	業務遂行の責任に応じた議決権保有割合の保持が示されていること。
	
	

	
	1-1-1-3
	事業遂行に係る意思決定方法が具体的に示されていること。
	
	

	
	1-1-1-4
	各業務を統括する事業者による業務管理(責任の所在、指揮命令系統、品質管理、リスク管理等)の方法及びリスク対策（リスクが生じた場合の措置等）が具体的に示されていること。
	
	

	
	1-1-1-5
	上記（1-1-1-4）の内容が出資者間契約及び事業主体と事業者間の委託又は請負契約において反映されることが示されていること。
	
	

	


＜財務計画-1記入上の留意点＞必須項目確認事項が確認できる説明文を記載すること。

・1-1-1-1～1-1-1-3：本事業の実施に係わる国及び香取市，ＳＰＣ、応募企業及び応募企業グループ、協力会社及び金融機関についての役割及び責任関係を示し，ＳＰＣを事業主体として本事業が適正かつ確実に履行される事業スキーム（経営責任及び執行責任の主体、意思決定方法）になっていることを事業実施体制図等により記載すること。

・1-1-1-4：本事業の実施主体であるＳＰＣが、各種業務を実施するに当たっての業務管理（リスク管理）方法（業務委託事業者への管理方法、保険の付保状況）について記載すること。

・1-1-1-5：本事業の実施に当たって、ＳＰＣが各種事業者と締結することが必要となる主要な契約（業務委託契約、業務請負契約、融資契約、保険契約等）について契約毎に列記し、当該内容（相手方、期間、金額、責任分担、支払条件等）について記載すること。なお、当該契約内容については、契約書案として別途添付することも可とする。

	様式番号
	記載する事項
	添付資料

	財務計画-2

（事業収支）
	コード番号
	必須項目確認事項
	評価点評価ポイント
	

	
	1-2-1-1
	施設整備業務に係る対価について、国及び香取市の支払いが元利均等となっていることが示されていること。
	・本事業を確実に遂行するために、適切な財務処理が示されているか。
・事業期間に亘り安定的な財務状況に資する財務管理の内容が適切に示されているか。
・事業の安定性に資する資金構成が適切に図られているか。
・本事業を確実に遂行するための合理的な債務償還計画が適切に示されているか。
・事業者以外の出資者及び融資機関の事業主体への投融資の姿勢が本事業の安定的な遂行に資するものとして適切に示されているか。

・金融機関等から融資に関する条件及び融資契約の概要が融資関心表明書・融資確約書等により適切に示されているか。
	添付資料
財務①　国及び香取市の支払額

財務②　損益計算書及び利益処分計算書
財務③　収益に関する算定根拠､割賦原価・割賦金利計算書
財務④　資金収支計算書､消費税計算書

財務⑤　参考指標：IRR　

財務⑥　参考指標：DSCR

財務⑦　資金調達計画書､調達形態別内訳､調達先別内訳

財務⑧　資金拠出主体の融資姿勢等　
財務⑨　資金償還計画書､利息計算書

	
	1-2-1-2
	適切な税務会計処理に基づく事業損益計算書が示されていること。
	
	

	
	1-2-1-3
	本事業の実施に必要な費用（開業前費用、金融手数料、保険料、公租公課等）が事業損益計算書上で見込まれていることが示されていること。
	
	

	
	1-2-1-4
	財務管理（入金口座の設定、資金償還における優先劣後の規定、資金不足時の融資枠の設定、委託費等の支払条件、内部留保を確保するための配当政策等）が具体的に示されていること。
	
	

	
	1-2-1-5
	本事業の実施に必要な資金（初期投資額等）が資金収支計算書上で見込まれていることが示されていること。
	
	

	
	1-2-1-6
	融資期間に応じた利息計算に基づく資金収支計算書が示されていること。
	
	

	


＜財務計画-2の記入上の留意点＞必須項目確認事項が確認できる説明文及び添付資料を添付すること。
・1-2-1-1～1-2-1-6：ＳＰＣの収支計画を適正かつ確実に遂行し、安定的な財務状況に資するための財務管理の方法（自己資本比率、入金口座、業務委託費の支払方法、融資返済条件、配当政策、資金リスク発生時の対応等）について、その考え方を記載するとともに、添付資料（財務①～⑨）を作成する。

・国及び香取市の支払額：資料-1「事業契約書（案）」、資料-2「維持管理・運営業務委託契約書（案）」に基づき、国及び香取市よりＳＰＣに支払われるＰＦＩ事業費の内訳を年度別に作成する。

・損益計算書及び利益処分計算書：資料-4「ＰＦＩ事業費の算定及び支払方法」の記載内容に準じて作成する。

・収益に関する算定根拠、割賦原価・割賦金利計算書：損益計算書における収益内訳項目のうち、割賦金利に関する収入の算定方法、香取市施設に係る「利用料金制度」に基づく収入の算定方法及びその他の費用に関する収入の算定方法について、その根拠を記載すること。

・資金調達計画書、調達形態別内訳：株主割合、調達形態、調達利率、調達期間等の資金調達条件については、資金拠出主体毎に記載すること。本事業の実施に必要な一切の初期投資資金を計上すること。事業期間中に追加増資及び追加融資を受ける場合は、それが明確にわかるように記載すること。

・調達先別内訳、資金拠出主体の融資姿勢等：予定されている資金拠出主体の類似案件への融資実態の有無、本事業に関する融資姿勢、融資後のＳＰＣに対する監視方法等について記載すること。なお、融資関心表明書等を有する場合は、当該書を添付すること。
・資金償還計画、利息計算書：事業期間に亘る調達資金の償還計画について、資金拠出主体ごとに記載すること。

＜添付資料財務①～⑨の記入に関する留意点＞

・添付資料財務①～③については、ＰＦＩ対象事業のうち独立採算事業（地域交流施設の物販施設及び飲食施設（郷土料理体験コーナー）の運営）及び付帯事業を含まないが、添付資料財務④～⑨については、ＳＰＣの効率的かつ一体的な運営状況を反映したものとして、独立採算事業（付帯事業は除く）を含めたＰＦＩ対象事業について記入することを原則とする。

・独立採算事業の収支計画については「4.運営計画　添付資料運営①　地域交流施設の物販施設の収支計画」「4.運営計画　添付資料運営②　地域交流施設の飲食施設（郷土料理体験コーナー）の収支計画」の作成内容を元に記入すること。

・付帯施設（付帯事業）の財務計画は「（６)付帯施設（付帯事業）に関する提出書類」に示す様式に記入すること。


































































































































































































独立採算事業














（添付資料財務④）＜資金収支計算書＞＜消費税計算書＞


（添付資料財務⑤）＜参考指標：IRR＞


（添付資料財務⑥）＜参考指標：DSCR＞


（添付資料財務⑦）＜資金調達計画書＞＜調達形態別内訳＞＜調達先別内訳＞


（添付資料財務⑧）＜資金拠出主体の融資姿勢等＞


（添付資料財務⑨）＜資金償還計画書＞＜利息計算書＞











一体的に反映








地域交流施設の飲食施設（郷土料理体験コーナー）の収支計画


（4.運営計画　添付資料運営②）








地域交流施設の物販施設の収支計画


（4.運営計画　添付資料運営①）











損益計算書及び利益処分計算書


（添付資料財務②）





















